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新型コロナウイルス感染症の影響を受ける法人会会員の皆様へ（７/9現在）
政府系金融機関、支援機関等の施策のご案内 


	新型コロナウイルス感染症の影響を受ける法人会会員の皆様へ（７/9現在）

	
	
	

	政府系金融機関、支援機関等の施策のご案内


資金繰り支援内容一覧＜https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html＞
	１．融資（最長5年間元本返済不要、金利負担実質ゼロ、担保不要）
①日本政策金融公庫による新型コロナウイルス感染症特別貸付　
業況が悪化（売上高５％減以上）した事業者に対する融資枠別枠の創設。
【連絡先】事業資金相談ダイヤル：0120-154-505　　休日相談窓口：0120-327-790
②商工組合中央金庫による危機対応融資
　　  【連絡先】0120-542-711（平日・休日共通）
③日本政策金融公庫によるセーフティネット貸付＜限度額7.2億円＞
外的要因により、一時的に業況が悪化した事業者向け融資において、要件「売上高5%減」といった数値目標を緩和。
④生活衛生新型コロナウイルス感染症特別貸付
　（生活同業組合員向けの追加枠）　 ・衛生環境激変対策特別貸付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別枠　飲食業1,000万円　　旅館業3,000万円　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　・生活衛生改善貸付　別枠　1,000万円　　　　　　　　　　　
⑤特別利子補給制度（①～④の制度を実質無利子化する制度）
【①、③～⑤相談窓口】日本政策金融公庫　
事業資金相談ダイヤル：0120-154-505　　休日相談窓口：0120-327-790
【全般相談窓口】中小企業金融相談窓口：0570-783183（平日、休日共通）
⑥上記①、②について既往債務の借換も可能として、実質無利子化（実質無利子化の限度額1億円／借換限度額3億円）
[以下6月26日追加]
令和２年度第２次補正予算を受け、日本政策金融公庫（国民生活事業・中小企業事業）と商工組合中央金庫（危機対応融資）による「新型コロナウイルス感染症特別貸付」が拡充。
上記➀、②については限度額3億円⇒6億円（低減利率については限度額1億円⇒2憶円）、
上記④については限度額6,000万円⇒8,000万円となります。
【日本政策金融公庫Q&A（中小企業事業）】
https://www.jfc.go.jp/n/finance/saftynet/pdf/seidokakujyu_faq_t_2.pdf
【日本政策金融公庫Q&A（国民生活事業）】
https://www.jfc.go.jp/n/finance/saftynet/pdf/seidokakujyu_faq_m_2.pdf


	２．信用保証
①セーフティネット保証４号・5号（一般保証枠2.8億円と別枠で保証枠2.8億円を設定）
※セーフティネット貸付要件も緩和済み。　　
②危機関連保証（一般保証枠と別枠で保証枠2.8億円）
【①、②相談窓口】東京信用保証協会（最寄の支店が窓口となります）
　　　⇒https://www.cgc-tokyo.or.jp/cgc_covid-19_info_2020-3.pdf
（本店内）八重洲支店03-3272-3151 ※休日相談窓口：03-3272-3002


	３．小規模事業者経営改善資金融資（マル経融資）の金利引下げ
【相談窓口】日本政策金融公庫の本支店または最寄の商工会・商工会議所

	４．各市区等の支援
①特別融資　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新宿区の場合は商工業緊急資金の斡旋（限度額500万円／無利子）　　　　　　　　　　　　　　　【相談窓口】産業振興課産業振興係（新宿区の場合）03-3344-0702
　②個人向資金貸付（以下は新宿区の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇緊急小口資金（生計維持貸付を必要とする世帯／限度額10万円／無利子）　　　　◇総合支援資金（日常生活維持の困難世帯／限度額月20万円／無利子）　　　　　　【相談窓口】新宿区社会福祉協議会：03-5273-3546　　　　　　
東京都社会福祉協議会：https://www.tcsw.tvac.or.jp/


	５．民間金融機関の無利子・無担保融資
都道府県等による制度融資を活用し、民間金融機関にも実質無利子・無担保・保証料減免する個人事業主、中小企業向け融資スキームを創設　　　　　　　　　　　
※信用保証付きの既往債務の借換可能
 【相談窓口】中小企業 金融・給付金相談窓口　0570-783183
[以下6月26日追加]
令和２年度第２次補正予算を受け、限度額3,000万円⇒4,000万円


	６．持続化給付金
特に大きな影響（前年同月比売上減50%以上等）を受けている事業者に対して、事業全般に幅広く使える給付金の支給（法人200万円以内、個人事業者100万円以内）
　　【相談窓口】中小企業 金融・給付金相談窓口　0570-783183
持続化給付金に関するお知らせ（経済産業省）：https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/kyufukin.pdf
5月１日（金）より申請開始。Web上での申請「電子申請」を基本とし、電子申請を行うことが困難な人向けにも、「申請サポート会場」を開設する予定。申請及び詳細は下記HPから。
「持続化給付金」事務局ホームページ⇒ https://www.jizokuka-kyufu.jp/
[image: ]なお、スマートフォンをお持ちの方は、下記QRコード「経済産業省 新型コロナウイルス感染症 事業者サポート 公式LINEアカウント」を読み取り、追加いただくと、パンフレットに掲載されている情報をキーワード検索で簡単に検索できます。最新情報も随時配信中。
「経済産業省 新型コロナウイルス感染症 事業者サポート
 公式LINEアカウント」QR⇒
※持続化給付金事業 コールセンター(相談ダイヤル)　0120-115-570
[以下6月26日追加]
6月29日（月）より、これまで対象ではなかった、以下の事業者が新たに対象となります。
・主たる収入を「雑所得」「給与所得」で確定申告した個人事業者。
・2020年1月～3月の間に創業した事業者。
※どちらのケースも収入が「50％以上減少」していることが条件。申請書類が従来のものと異なるため、下記URLでご確認ください。
【持続化給付金事務事業運営サイト】https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/kyufukin-kakudai.pdf


	[bookmark: _Hlk44335594]７．小規模企業共済制度の特例緊急経営安定貸付等
新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、業況が悪化したことにより売上が 減少（最近 １ｹ月の売上高が前年又は前々年の同期と比較して５％以上）した小規模企業共済の契約者に対し、緊急経営安定貸付の貸付利率 の無利子化、据置期間の設定、償還期間の延長等の貸付要件の緩和。貸付限度額：2000万円以内（納付した掛金総額7～9割の範囲内）
　　【相談窓口】（独）中小企業基盤整備機構 共済相談室 050-5541-7171

	８．【以下6月26日追加】令和2年度第2次補正予算等の概要
上記１～７の金融支援策については、令和2年度第2次補正予算を受け、内容が拡充されているため、詳細は下記URL経済産業省HP「補正予算等の概要」をご確認ください。
【補正予算等の概要】https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2020/hosei/hosei2.html


経営環境の整備
	１．雇用調整助成金の特例措置
一時的に休業、教育訓練又は出向を行い労働者の雇用維持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を助成　
4月1日から6月30日まで緊急対応期間として全国で特例措置（要件緩和・対象拡大・助成率　　アップ・計画届事後提出期間の延長）を実施
【厚労省HP】https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
【相談窓口】東京労働局　新型コロナ感染症の影響による特別労働相談窓口　
　　　　　　　 https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/news_topics/topics/coronaviruskankei.html
ハローワーク助成金事務センター　03-5337-7418
雇用調整助成金の申請手続きの更なる簡素化について（助成額の算定方法の簡略化）
【厚労省HP】https://www.mhlw.go.jp/stf/press1401_202005061030.html

[以下5月19日追加]
・小規模事業主の方について、支給申請がより簡単になりました。詳しくは、以下のURLをご確認下さい。
【厚労省HP】https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseikin_20200410_forms.html
・申請方式に「雇用調整助成金オンライン受付システム」が加わります（令和2年5月20日から）。
【厚労省HP】https://www.mhlw.go.jp/content/11603000/000631527.pdf
[以下6月16日追加]
・雇用調整助成金の１人１日あたり助成額の上限額が8,330円から15,000円になりました。
・解雇等をせずに雇用を維持している中小企業の休業及び教育訓練に対する助成率は、原則9/10（一定要件を満たす場合は10/10など）となっていましたが、一律10/10になりました。
・上記2点については、既に申請済みの事業主の方についても、以下のとおり、令和２年４月１日に遡って適用となります。
【厚労省HP】https://www.mhlw.go.jp/stf/press1401_202005061030_00004.html
[以下７月９日追加]
・新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金
新型コロナウイルス感染症及び蔓延防止措置の影響により、令和2年4月1日～9月30日の間に休業させられた中小企業の労働者のうち、休業手当の支払がなかった者に対して、当該労働者の申請により、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金を支給（1日当たり11,000円が上限）。
【厚労省HP】https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html

	２．小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援（労働者に休暇を取得させた事業者向け）

３．小学校等の臨時休業に対応する保護者支援（委託を受けて個人で仕事をする方向け：小学校等に通う子どもの世話を行うため、契約した仕事ができなくなっている子育て世代を支援するための新たな支援金制度）
【２、３の相談窓口】学校等休業助成金・支援金等相談コールセンター：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0120-60-3999（9~21日　土日・祝日含む）


	４．新型コロナウイルス感染症対策雇用環境整備促進事業　　
[以下６月１９日追加]
　　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例措置による「➀雇用調整助成金」や「②新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金」等を利用し、非常時における勤務体制づくりなど職場環境整備に取り組む中小企業等に奨励金を支給（交付金額１０万円）。
※要➀②支給決定通知書、東京労働局管内に雇用保険適用事業所があること。
【東京都TOKYOはたらくネット】https://www.hataraku.metro.tokyo.lg.jp/kansensyo/seibi-syorei/


	５．休業や労働時間変更への対応
【厚労省HP】https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html


	６．厚生年金保険料等の猶予および特例制度
①一定の要件に該当する場合、納付期限から6ヶ月以内に申請し、換価の猶予が認められる
【相談窓口】最寄りの年金事務所 徴収担当https://www.nenkin.go.jp/section/soudan/index.html
 [以下7月6日追加]
　②新型コロナウイルス感染症の影響に伴う休業で著しく報酬が下がった場合における標準報酬月額の特例
　https://www.nenkin.go.jp/oshirase/topics/2020/0625.html


	７．税務申告・納付期限の延長
①申告所得税、個人事業者の消費税、贈与税を4月16日（木）まで延長
②①に伴い振替日についても所得税は5月15日、消費税は5月19日まで延長
【国税庁HP】https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/shinkoku/kansensho/kigenencho.htm
【相談窓口】各税務署
[以下６月２日追加]
≪確定申告期限の柔軟な取り扱い（５月２９日更新）≫
新型コロナウイルス感染拡大により外出を控えるなど、令和２年４月１６日（木）の期限までに申告することが困難であった方については、期限を区切らずに、同年４月 17 日（金）以降であっても柔軟に確定申告書を受け付ける。※申告書に余白に、「新型コロナウイルスによ る申告・納付期限延長申請」といった文言を付記して提出する他、e-taxの場合は所定の欄にその旨を入力することで可。
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/pdf/faq.pdf


	[bookmark: _Hlk43454041]８．国税、地方税の猶予制度※各種支援施策が今後予定されており、定期的な閲覧が必要です。
【国税庁HP】https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nofu_konnan.htm
　　　  【東京都主税局HP】https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/new_virus_leaf.pdf
　　　【財務省　特設HP】　https://www.mof.go.jp/tax_policy/keizaitaisaku.html


	９．中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の軽減措置
[以下６月１９日追加]
　　中小企業・小規模事業者の税負担を軽減するため、事業者の保有する設備や建物等の2021年度の固定資産税および都市計画税を、売上の減少幅に応じ、ゼロまたは2分の1とする。
【総務省HP】https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000399.html
【東京都新型コロナウイルス感染症　支援情報ナビHP】https://covid19.supportnavi.metro.tokyo.lg.jp/service/EPLnJNOnTzaZJ6fjJzMrbw


	１０．事業継続緊急対策（テレワーク）助成金
　　感染症の拡大防止対策でテレワークを導入する場合、その機器・ソフト等の導入費用を助成
　　補助金額：最大250万円　補助率100%　※2020TDM推進プロジェクト参加要
   【相談窓口】東京しごと財団　雇用環境整備課　https://www.shigotozaidan.or.jp/koyo-kankyo/joseikin/
　　　※テレワークの助成金についてはその他類似施策があるため参照下さい。
[以下６月２日追加]
　　申請受付が６月１日締め切りから７月３１日締め切りに延長されました。
　　https://www.shigotozaidan.or.jp/koyo-kankyo/boshu/kinkyutaisaku.html


	１１．[以下7月6日追加]家賃支援給付金
　　 5月の緊急事態宣言の延長等により、売上の減少に直面する事業者の事業継続を下支えするため、地代・家賃（賃料）の負担を軽減する給付金を支給。
法人：最大600万円　個人事業者：最大300万円
【相談窓口】家賃支援給付金　コールセンター　0120-653-930（平日・土日祝日8:30～19:00）
経済産業省：https://www.meti.go.jp/covid-19/yachin-kyufu/index.html



コロナ対策解説支援アニメ（by SDGs支援機構）
	１．日本政策金融公庫による新型コロナウイルス感染症特別貸付＜限度額3億円＞　
【SDGsチャンネル】：https://www.youtube.com/watch?v=JPqHHZvzuO8

	２．小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援（労働者に休暇を取得させた事業者向け）
３．小学校等の臨時休業に対応する保護者支援（委託を受けて個人で仕事をする方向け：小学校等に通う子どもの世話を行うため、契約した仕事ができなくなっている子育て世代を支援するための新たな支援金制度） ※厚生労働省　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【SDGsチャンネル】：https://www.youtube.com/watch?v=2KYyG1OJAEs

	４．個人向資金貸付（市区町村の社会福祉協議会）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇緊急小口資金（生計維持貸付を必要とする世帯／限度額10万円／無利子）　　　　　◇総合支援資金（日常生活維持の困難世帯／限度額月20万円／無利子）　　　　
【SDGsチャンネル】：https://www.youtube.com/watch?v=UhHHOg5mX7Y

	５．上記含むその他施策集約
https://www.youtube.com/playlist?list=PLQK0pRSh9-dU4KcEUszXHSrXrN5y-KUYp

[bookmark: _Hlk38485791][4月22日追加]
新型コロナウイルス対策WEBセミナー→　　

[4月22日追加]
新型コロナウイルス中国関連リスクニュース（上海）→　

[4月22日追加]
テレワークにおけるセキュリティ上の留意点 →

[4月22日追加]
新型コロナウイルス感染症対策ガイドブック →　


【6月26日追加】新型コロナウイルス対策WEBセミナー（マネーフォワード社）
MFクラウド会計「持続化給付金予測機能」等について→　



	　


東京都「新型コロナウイルス感染症 支援情報ナビ」
	東京都「新型コロナ感染症　支援情報ナビ」
[以下５月７日追加]
東京都は5月5日（火）、新型コロナウイルスの影響を受けている企業や個人向けの支援策を探すことができるサイト、「新型コロナウイルス感染症　支援情報ナビ」を開設。
スマートフォンやPCから、選択式の質問に回答するだけで、状況に応じた支援制度を検索可能。都民が利用できる制度を、ニーズに応じた分類とともに一覧で見たり、キーワード検索したりできる。
「新型コロナウイルス感染症　支援情報ナビ」⇒https://covid19.supportnavi.metro.tokyo.lg.jp/


[bookmark: _Hlk39699299]吉本芸人「さんきゅう倉田」氏によるコロナ対策支援動画
	吉本芸人「さんきゅう倉田」氏によるコロナ対策支援動画
[以下5月25日追加]
「持続化給付金」や「雇用調整助成金」等の、新型コロナウイルス感染症対策支援策を必要としている事業者の方に概要をわかりやすく伝えるため、元国税局職員の吉本芸人「さんきゅう倉田」氏による４分程度の当該支援策説明動画を作成。
「吉本芸人「さんきゅう倉田」氏によるコロナ対策支援動画」⇒ https://youtu.be/JwIIbdnjbsI


リンク集
	リンク集
①全国法人会総連合：http://www.zenkokuhojinkai.or.jp/links/covid19-links.htm
②日本政策金融公庫：https://www.jfc.go.jp/n/finance/saftynet/covid_19.html
③商工中金：https://www.shokochukin.co.jp/disaster/corona.html
④全国信用保証協会連合会：https://www.zenshinhoren.or.jp/model-case/keiei-shisho.html
⑤全国地方銀行協会：https://www.chiginkyo.or.jp/index.php
⑥第二地方銀行協会：https://www.dainichiginkyo.or.jp/
⑦全国信用金庫協会：https://www.shinkin.org/shinkin/
⑧一般社団法人SDGs支援機構（アニメーションによる各種支援策紹介）：https://youtube.com/channel/UC340A5ArSJSnbBgZ3A6NfRw?sub_confirmation=1 
[以下5月29日追加]
⑨㈱税務研究会 『税理士必見・コロナ支援策の活用と中小企業の生き残り戦略を考える』 講師・アクタス税理士法人 代表社員 税理士 加藤幸人（youtube）：https://youtu.be/4bKZNKzGqbg
[以下６月４日追加]
⑩脇坂税務会計事務所 『NPO法人、一般社団・財団法人、公益社団・財団法人、社会福祉法人などの非営利法人が持続化給付金を申請する場合の注意点』 講師・税理士 脇坂誠也（youtube）：https://www.youtube.com/watch?v=bdsVZdXy0Ys
[以下5月19日追加]
経営支援サービス（東法連HPリンク集）より抜粋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①株主総会：https://www.ms-ins.com/business/keiei-support/pdf/busnews273.pdf　　 ②外国人技能実習生：https://www.ms-ins.com/business/keiei-support/pdf/busnews272.pdf　　③厚生年金猶予：https://www.ms-ins.com/business/keiei-support/pdf/busnews271.pdf   　　  
④テレワーク導入支援：https://www.ms-ins.com/business/keiei-　support/pdf/busnews270.pdf
[以下5月25日追加]
⑤新型コロナウイルス対策WEBセミナー（「感染予防策」や「感染症BCPの基本的な考え方」）：
https://www.smartstream.jp/ms/index.html  （ID:　movie   ・パスワード：msadMS）

	法人会の制度（売掛債権の保全）
　 貸倒保証制度：http://www.mskhoken.com/houjin/ 
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国内外で新型コロナウイルスの感染が拡大しています。4月7日には７都府県を対象として緊急事態宣言が発令されるなど、状況は、日々変化しています。企業は状況の変化を的確にとらえ、時宜に応じた適切な対応を行うことが必要です。一方で、「感染予防策」や「感染症BCPの基本的な考え方」はこれまでと変わらず基本をしっかりと押さえておくことが必要です。そこで、今般、新型コロナウイルス対策（BCP）をテーマに、以下の特徴を持つセミナーをWEB上で開催いたします。

主催：三井住友海上火災保険株式会社　

共催：MS＆ADインターリスク総研株式会社　		　　　　　



WEBセミナー【ご視聴無料】

お問合せ先

三井住友海上火災保険株式会社　　〇〇部支店  〇〇課支社　　担当：　

TEL:00-0000-0000

PROGRAM

特



徴

　　　　　　　ご都合のよろしい時間に視聴できますが、アクセス状況により、WEBサイトにつながらない可能性があります。

　　　　　　　その場合は時間帯を変えて再アクセスをお願いいたします。



本WEBセミナーは、＜最新情報編＞と＜基本編＞から構成され、ご関心のあるパートを選択して視聴できます。PDF形式での資料ダウンロードも可能です。

＜最新情報編＞は今後、定期的に更新を予定しています。その時点で求められる新型コロナウイルスに関する企業対応の最新情報を知ることができます。

＜基本編＞は、4/10まで公開していた動画をコンパクトにまとめて再収録しています。第一部では、感染症BCPをこれから整備したいというニーズにお応えします。第二部では、新型コロナウイルスへの感染予防策のポイントについて知ることができます。

（ご好評にお応えし、4/10まで公開していた動画をコンパクトにリニュ-アル！）

		開催期間		・2020年4月13日（月）正午~　　　
※＜最新情報編＞は、次回の更新は4月下旬を予定しています。

		視聴方法		・下記URLまたは右記QRコードからアクセスし、ID・パスワードをご入力ください。
・URL：https://www.smartstream.jp/ms/index.html
・ID:　movie   ・パスワード：msadMS

		注意事項		・予告なく内容を変更する場合がございます。　
・本セミナー著作権はMS&ADインターリスク総研株式会社に帰属します。



		＜最新情報編＞

		「新型コロナウイルスに関する企業対応の最新情報」（約10分）
（内容）
　①緊急事態宣言対象区域における企業の対応方針
　②区域外における企業の対応方針

		＜基本編＞

		第一部		「感染症BCP整備のポイント」（約20分）
（内容）　
　①感染症BCP整備の前提（感染症BCPの特徴、対応判断の観点）、　　
　②感染症BCP整備のポイント（上記①を踏まえた整備ポイントの紹介）

		第二部		「看護師の目から見た感染予防対応のポイント」（約23分）
（内容）
　①職場における感染予防策　
　②感染が疑われる社員への対応
　③感染確定後の対応
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中国風険消息<中国関連リスクニュース> ＜2020 No.1＞ 
 


新型コロナウイルス感染症 中国に見るピークアウト後の社会状況 


 


 


 


 


 


 
 


１．落ち着きを取り戻しつつある中国 


 中国では武漢が閉鎖された 1月 23日前後より新型コロナウイルス感染者が爆発的に増加し、市民生


活・企業活動とも混乱を極めた。上海に在住している筆者も、かつての活気を失い人通りが絶えた市


内での自宅立てこもり生活、2月 12 日の外務省声明（在留邦人に日本への早期帰国を求めた）を受け


ての日本退避、日本での自主隔離生活、上海に戻っての強制隔離生活、2ヶ月以上断続的に続いた在宅


勤務等、短期間の間に様々な出来事を経験した。官民による徹底的な封じ込め対策が奏功して、中国


における感染者数（治癒者、死亡者を除く）は、2月中旬に約 5.8万人でピークアウトし、現在では極


めて低い水準で安定的に推移している（図 1）。 


 


図 1 感染者数の推移（中国）             図 2 感染者数の推移（日本） 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


(データの出典）百度 新型冠状病毒肺炎 疫情实时大数据报告（図 1・２とも） 


 


日本の感染者数の推移（図 2）と比較すると、ピークアウトが見通せない日本の現状は、中国の 2


月上旬に似た状況にあるといえる。この頃の中国は、現在の日本と同様、連日新規感染者数の増加に


関するニュースが繰り返し報じられ、事態の収束が見通せない状況に多くの国民が最も強い不安を感


じていた時期であったといえる。国内の多くの地域で、ほとんどの企業の事業活動や学校もほぼ完全


に停止していたのもこの頃である。 


 


【要旨】 


■日本では新型コロナウイルスの感染拡大に歯止めがかからない一方、中国は他国に先駆けて 2 月中


旬にピークアウトし、市民生活や企業活動は正常な姿に近づきつつある。 


■感染が収束しつつある中国において、ピークアウト後の市民生活や企業活動にどういった変化が訪


れているのか、どういった課題が残存しているのか、上海を例にその現状を説明する。 
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２．上海の現状 


 ピークアウトから約 2ヶ月が経過した上海で生活する中での実感として、ピークアウトを契機とし


て官民による感染予防対策が緩和されるといったことは、居住区やアパートによる自主的な外出制限


が緩和された以外にはあまりなく、今もなお上海での生活にマスクや消毒液は欠かせない。以下、感


染動向や市民生活、企業活動等について上海の現状を説明する。 


 


（１）感染者の発生動向 


  上海市衛生当局の発表によると、4月 18日時点の感染状況は表 1 のとおりである。感染者の 99％


は海外からの渡航者である。中国政府は水際対策の強化を目的として、3月 28日より一部の例外を


除き外国人の入国を停止しているため、これら渡航者のほぼすべては海外から帰国した中国人（留


学生・海外就労者等）である。また、上海は他の主要都市と同様、すべての入国者に対して、PCR


検査と政府指定施設での 14 日間の隔離措置を実施しており、こういった感染者はいずれも空港等で


の徹底的な水際対策によって捕捉されたものである。現在の上海では市中感染のリスクはデータ上


はかなり低いといえる。 


 


表１ 上海市の感染状況（4 月 18日時点） 


項目 人数 備考 


治療中の感染者数 112名 
内訳は海外からの渡航者 111 名（露 79名、英 17名、米 5名、


日 1名等）。残る 1 名は武漢からの来訪者。 


治癒者数 516名  


死亡者数 7 名  


感染者数（累計） 635名 4/18現在の埼玉（630 名）、千葉の値（669名）に近い 


 


（２）市内の様子 


  武漢閉鎖の翌 1月 24日、上海市は「重大突発公共衛生事件Ⅰ級」（日本における緊急事態宣言に


近い）を発令、市内では市民生活に不可欠な一部の業種を除き、多くの店舗が閉鎖された。居住区


やアパートによる自主的な外出制限（居住者に通行証を発行し、区外への外出回数を制限する等）


や、外来者の自主隔離対策が広く実施されたほか、地下鉄や商業施設では利用者を対象とした検温


で基準値（37.3 度）を超えた場合には、当局へ通報する等の対応が広く行われた。企業活動も厳し


く制限され、街中の人通りは激減した。 


  3月 24日に上記発令はⅠ級からⅡ級に引き下げられ、自主的な外出制限もほぼ終了している。現


在では店舗の営業や繁華街の人通りは平常時に近い状態まで戻ってきており、ほぼ元通りの生活が


可能となっている。（ただし映画館の営業はまだ認められていない等、業種によっては制限が続いて


いる。）日常生活には引き続きマスクや消毒液が欠かせないが、これら防疫用品も店舗やネット通販


である程度常識的な価格で入手できるようになっている。 


各所におけるマスク着用の義務化と検温は引き続き継続されている。検温が開始された当初は非


接触型体温計で一人ずつ検温するケースが多かったが、現在では地下鉄やオフィスビル等では、空


港にあるような赤外線サーモグラフィを導入してより効率的に検温を行っているところが増えてい


る。 
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  新たな防疫対策として、スマホを利用した「健康 QR コード」の運用も開始された。中国では、ス


マホの GPS機能や電子マネーの購入履歴等を通じて、個々人の移動・渡航歴を政府が把握すること


が可能となっている。感染国・地域への渡航歴はないか、感染者との接触歴はないか等を分析し、


市民一人ずつのステイタスに応じて、市政府より 3 色の QR コードを付与する仕組みである。赤色は


感染者・濃厚接触者、黄色は感染国・地域からの入境者で 14日の隔離を要する者、緑色はそれ以外


の安全な者に発行される。オフィスビルや商業施設への入場時には自身の QRコードが緑色であるこ


とを提示しなければ入場できない（検査員によってチェックの精度にばらつきがあるが）。 


余談になるが緑色であった筆者の QRコードが 3 月下旬、突然赤色に変わるという出来事があり、


自分が知らない間に感染者と接触したことが当局により特定されたのではと肝を冷やした。衛生当


局とやりとりしたところ、当局側の人為的ミスによるものであることが判明して事なきを得たが、


その後も QR コードが緑色に修正されるまで 1 週間かかり、この間の出社（オフィスビルへの入館）


や飲食店への立入りに少なからず支障があった。 


 


（３）国内交通 


  上海市では、感染のピーク時も含めて、地下鉄や路線バス、タクシーといった公共交通機関の運


行は概ね維持されていた。国内移動の主な手段である高速鉄道（中国版新幹線）や飛行機の国内線


も同様である（武漢市等封鎖された地域を除く）。ただし、政府が外出や国内移動（特に春節の帰省


地から都市部への復帰）の自粛を強く呼びかけたこと、移動に伴う感染への不安感が広がっていた


こともあり、2月頃はいずれも乗客が非常に少なく閑散としていたようである。 


現在では、地下鉄や路線バスといった近距離交通の乗車率は、企業活動の活性化に伴って以前の


状況に近づきつつある。高速鉄道の運営会社や航空当局は、今後利用者が増加した場合にも乗車率


が一定の割合を超えないよう、販売座席数の制限を行うことを公表している。 


  なお、政治機能の中枢である北京は、天津市、河北省以外の全都市からの来訪者に対して、7日間


以内に発行した PCR検査結果証明の提示を求めており、これがない場合はホテルや公共施設の利用


が制限される状況にある。したがって現在北京への出張を行う場合は慎重な検討が必要である。こ


の他にも都市ごとに独自の健康 QRコードの運用を行っていたり、湖北省からの来訪者に PCR検査や


14 日間の自宅隔離措置を求める都市もある等、国内の長距離移動にはなお様々な制約が残っている。 


 


（４）企業活動 


  中国では 1 週間の春節休暇（1月 30日まで）を挟んで、国内の感染状況が大きく悪化した。政府


の指導を受けて、多くの企業は 2月 9日頃から段階的に操業を再開した。 


多くの地域では、地元当局による事前承認を得ることが操業再開の条件とされた。当局の担当者


が事業場を事前訪問して、職場内にマスクや消毒液といった防疫用品が配備されているか、職場内


でヒトが過密状態になるリスクはないかといった点を検査し、問題がないことを確認した上で操業


再開を認めるといった対応である。操業再開後に 1名でも感染者が発生した場合には、即座に事業


の停止を命じるとか、オフィスビル内のテナント企業内で感染が確認された場合には、テナントの


オフィスを即閉鎖するとともに、ビルオーナーはテナント契約を解除できるといった厳しい条件が


課されたケースもあり、企業における操業再開は、慎重に慎重を期して進められた。 
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なお、操業再開当初は、市外に帰郷していた社員の多くが任地に復帰できていなかったこと、納


品先や調達先を含むサプライチェーン全体の機能が大きく低下していたこともあり、限定的な生産


に留まっている企業が多かったが、以後段階的に稼働率の引き上げが実施されている。 


  また、出社せずともある程度事業を継続できる業種、職種では、在宅勤務が広く導入された。厳


戒態勢化とはいえ、少人数であればオフィスで業務を行ったり、業務に必要な端末・書類等を自宅


に持ち帰る程度の対応は許容されていたため、必要最低限の業務は比較的容易に遂行できた企業が


多いと思われる。ただし、事前にこういった状況を想定した事業継続計画（BCP）を策定し、テレワ


ークに必要なインフラ整備を行っていたか否かによって、この間の業務効率には大きな差が生じた


と思われる。 


  現在では、オフィスビルにも賑わいが戻り、外見上は企業活動は概ね正常化したように見える。


ただし現在もなお、多くの企業は感染予防にに細心の注意を払いながら、慎重に事業の正常化を目


指している途上にある。時差出勤やフレックス勤務、在宅勤務を引き続き継続していたり、感染リ


スクを懸念して国内出張や他社との面会を原則不可としている企業も少なくない。 


  また、多くの日系企業にとって痛手となったのは、通常であれば 4月 1 日の定期異動で日本から


新たな駐在員が赴任するところ、その直前の 3月 28日より中国政府は、中国人以外の渡航者の入国


を原則として一時停止する措置を開始したため、赴任日の目途が立たなくなってしまったことであ


る。特に董事長や総経理といった経営トップの交代ができなかった企業では新体制の発足が遅れ、


事業計画の推進にも少なからず影響が出ることが懸念される。 


 


（５）学校  


  上海市内の学校は、1月末の春節休暇から現在に至るまで 3ヶ月近く通学を停止した状態が続いて


いる。中国政府の教育部は、感染初期の 1月 29 日の段階で新型コロナウイルスへの対応方針として


「停課不停学（授業は止めても学びは止めない）」とのスローガンを公表し、オンラインによる授業


をいち早く開始した。 


4 月に入ってようやく、高校 3年生と中学 3年生の通学が 4月 27 日から再開されることが決まっ


たが、それ以外の学年の再開日時は確定していない。なお、上海には 2つの日本人学校があるが、


いずれも現時点で再開の目途はたっていない。前述のとおり、ピークアウトから 2 ヶ月が経過して


も、上海市政府は慎重に学校の再開時期を見定めている。 


 


３．日本の今後について 


 上述のとおり、ピークアウトから 2ヶ月を経た中国でも、市民生活や企業活動の完全な正常化には


至っておらず、外国人の原則入国停止、渡航者に対する隔離対策、健康 QRコードによる個々人の管理


等が継続されており、第二波への警戒が緩められていない。個人レベルの感染予防対策もピーク時か


ら継続されており、「地下鉄やバスは危ないから利用しない」とか「春節以降、外食は一度もしていな


い」と慎重な市民も少なくない。 


 翻って日本の状況に対する報道を見ると、「これから 1～2週間が瀬戸際」とか「～すれば、緊急事


態を１か月で脱出できる」といった、短期間の努力を呼びかけるキーワードがしばしば強調されがち


な印象を受ける。短期的なハードルを一つひとつ乗り越えることにより、感染拡大に歯止めをかけ、


早期のピークアウトを目指す意識を国民全体で共有することは重要であるが、中国の先行例を見る限
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り、ピークアウト後もすぐにウイルスの脅威から解放されるといったことはなく、日常生活・事業活


動ともに一定の制約のある生活が長く続くことは覚悟する必要があると思われる。 


 また、緊急事態宣言下にある現在の日本では、事業活動の大部分は縮小を余儀なくされているが、


緊急事態宣言が解除されて以降の事業復旧をどのように進めていくかについても、今の段階から検討


を開始することをお勧めしたい。どのように在宅勤務からオフィスへの出社にシフトしていくのか、


徐々に社員が戻ってくる職場内でどのように感染予防対策を徹底するのか、外出や出張をどのタイミ


ングから再開するのか等、ピークアウト後を見据えて検討すべき課題は山積している。本稿で紹介し


た中国での取組みが、検討の一助となれば幸いである。 


 中国における感染がこのまま終息するとともに、日本・世界における感染が早くピークアウトし、


国際間のヒトの移動や経済活動が一日も早く正常化に向かうことを切望する。 


以 上 


 


インターリスク上海 董事総経理 飯田剛史 
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サイバーセキュリティニュース ＜2020 No.001＞ 


 


テレワークにおけるセキュリティ上の留意点 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


１． テレワークとは 


テレワーク１)とは、ＩＣＴ（情報通信技術）を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き


方である。テレワークの主な形態としては、「雇用型（企業に勤務する被雇用者が行うもの）」には在


宅勤務、モバイルワーク２)、サテライトオフィス勤務３)などがあり、「自営型（個人事業者・小規模事


業者等が行うもの）」としては、Small Office Home Office(ＳＯＨＯ４)）がある。 


本来、コスト削減や業務効率の向上、働き方改革推進の施策の一つとして積極的に活用する意義・


効果のあるものだが、昨年末から続く新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に伴い、非常災害時の


事業継続対応として、多くの企業でテレワークの活用が推進されている。すなわち、災害発生時等の


緊急事態においても、従業員に対して安全に業務を遂行できる環境を提供する義務（安全配慮義務）


を果たしつつ、事業活動を継続するために、テレワーク導入を進める企業が急速に増えている。 


一方、テレワークの導入・運用方法によっては、サイバーセキュリティを脅かす新たなリスクを生


じさせてしまう。本稿では、テレワーク導入で顕在化するサイバーリスクとその対策のポイントを解


説する。 


 


２． テレワークの導入で顕在化するサイバーリスク 


オフィスでの勤務であれば、端末やネットワークに一定のセキュリティ対策がされており、安全な


環境のもとで業務がおこなわれる。一方、テレワークでは、端末やネットワークにおけるセキュリテ


ィ対策が適切でないまま外部のネットワークを経由して社内システムへアクセスし、テレワーク導入


以前よりもサイバーリスクが増大する可能性がある。テレワーク導入で顕在化する代表的なサイバー


リスクは表１のとおりであり、これらの特性を理解した上で、テレワークを活用する必要がある。 


  


                                                   
１）総務省「政策＞情報通信（ICT 政策）＞ICT 利活用の促進＞テレワークの推進＞テレワークの意義・効果」 


https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/telework/18028_01.html（最終アクセス 2020 年 4 月 14 日） 


２）顧客先や移動中に、パソコンや携帯電話を使うなど、施設に依存せず、いつでも、どこでも仕事が可能な状


態なもの 


３）勤務先以外のオフィススペースでＰＣなどを利用した働き方 


４）企業などから委託された仕事を、情報通信を活用して自宅や小規模事務所等で個人事業主として請け負う労


働形態のこと（出典：一般財団法人日本ＳＯＨＯ協会ホームページ） 


【要旨】 


■ 新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に伴い、非常災害時の事業継続対応として、多くの企業


でテレワークの活用が推進されている。安全配慮義務を果たしつつ事業活動を継続するために、


テレワークの実施および範囲の拡大は必須となっている。 


■ 一方で、テレワークには、導入以前よりもサイバーリスクが顕在化する危険があり、適切なセキ


ュリティ対策をとる必要がある。 


■ テレワークセキュリティ対策は、自社のテレワークにおいて何を実現し何を守るべきか明確にし


た上で、その実現に適した方法を選び、必要なリスク対策を行うことが肝要である。 


No.20-011 
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【表１】 テレワークにおける代表的なサイバーリスク 


サイバーリスク 概要 想定される脅威シナリオ 


マルウェア感染 テレワークで利用する端末や社内


システムがマルウェアに感染する 


ウイルス対策ソフトの更新ができてい


ない端末がマルウェアに感染、遠隔操


作され、機密情報を窃取される 


端末の紛失、盗難 テレワークで使用する端末を紛失


したり、盗難される 


会社支給の持ち出し用端末を紛失し、


取り扱っていた機密情報が外部に漏え


いする 


機密情報の盗聴 ネットワーク上の通信内容が、悪意


のある第三者によって盗聴される 


悪意のある第三者が用意した公衆無線


LAN を使用したことでパスワードやメ


ールの内容が読み取られる 


不正アクセス 本来アクセス権限をもたない者が


社内システムや機密情報にアクセ


スする 


モバイルワーク中に不審者に画面を覗


き見、ID とパスワードを盗み見られ、


社内システムへ不正にアクセスを許


し、保存していた機密情報を窃取され


たり改ざんされる 


外部サービスの不適切な 


利用 


メッセージングアプリケーション


や SNSの設定や操作の誤りにより、


組織に何らかの悪影響が生じる 


社内の情報共有ツールとして SNS に取


引先の未公開情報を投稿したが、誰で


も閲覧できる状態となっており、取引


先からの信用が失墜し、今後の取引が


停止となる 


従業員のヒューマンエラー 


（過失や軽微な故意） 


従業員がテレワークのルールを逸


脱した結果、機密情報の漏えいが発


生する 


利用禁止の共用端末でテレワークを行


ったため、端末に保存されていた機密


情報が外部に漏えいする 


 


３．テレワーク検討のポイント 


（１）テレワークの方針策定 


テレワークを行う場合、オフィスとは異なる環境で業務を行うこととなるため、そのセキュリテ


ィ確保のために新たなルールを定めることが不可欠である。すなわち、テレワーク実現への第一歩


は、情報セキュリティに関係する方針・規程・ルール類を見直し、テレワークの方針を策定、対象


とする業務を選定し、対象業務の実施ルールを追加することが必要である。 


次いで、社内の機密情報を、その機微性に応じで分類し、テレワークで取り扱える対象を定める。


これらが不十分な場合、機密情報の不適切な取扱いが発生し、大きな情報セキュリティ事故につな


がりかねない。 


テレワークにおけるセキュリティ方針、関連する規程類の策定や見直しを行う際には、特定非営


利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会（以下、ＪＮＳＡ）が提供する情報セキュリティポ


リシーのサンプルⅰ）を参考とされたい。 
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（２）テレワークの実現方式の選定と留意点 


テレワークで扱える業務や情報を定めたら、自社の業務効率化とセキュリティの確保を実現する


ためのテレワークの方式を定める。本稿では、総務省のテレワークセキュリティガイドライン第 4


版ⅱ）にて定められた以下のパターンごとに選定の留意点を解説する。 


 


【表２】 テレワークの実現方式 


テレワーク 


パターン名 
概要 


テレワーク端末に


電子データを 


保存するか？ 


オフィスの端末


と同じ環境を 


利用するか？ 


留意点 


リモート 


デスク 


トップ方式 


オフィスにあ


る端末を遠隔


で操作 


保存しない 同じ  オフィスの環境にリモートで接続


するための通信機器の追加や、環


境の設定変更が必要となり、実現


までに期間を要する場合有 


仮想デスク


トップ方式 


テレワーク用


の仮想端末を


遠隔操作 


保存しない テレワーク専用


の環境 


 仮想端末を使用していなければ、


仮想端末が必要 


 オフィスの環境にリモートで接続


するための通信機器の追加や環境


の設定変更が必要となり、実現ま


でに期間を要する場合有 


クラウド 


アプリ方式 


クラウド上の


アプリケーシ


ョンを社内外


から利用 


どちらも可 クラウド型 


アプリ利用時に


関しては同じ 


 データを端末に保存できる為、端


末に強力なセキュリティ対策の実


装することが必要 


 IT ベンダーが提供するアプリで実


施できる業務のみ選択可能 


セキュア 


ブラウザ 


方式 


特別なブラウ


ザを用いて端


末へのデータ


の保存を制限 


保存しない ブラウザ経由で


利用するアプリ


に関しては同じ 


 特別なブラウザがサポートしたア


プリのみ使用可能なため、実施で


きる業務が限定される場合有 


 通常のブラウザと比較すると、操


作が複雑であり、処理に時間がか


かるなどの傾向有 


アプリケー


ション 


ラッピング


方式 


テレワーク端


末内への保存


を不可とする


機能を提供 


保存しない 


 


テレワーク専用


の環境 


 オフィスの環境にデータ保存する


場合は、通信機器の追加導入など


の変更が必要となり、実現までに


期間を要する場合有 


 クラウドサーバ上にデータ保存す


る場合、IT ベンダーが提供するア


プリで実施できる業務のみ選択可


能 


会社ＰＣの


持ち帰り 


方式 


オフィス端末


を持ち帰りテ


レワーク端末 


として利用 


保存する 同じ  端末の盗難や紛失による情報漏え


いリスクがあり、端末に強力なセ


キュリティ対策を実装することが


必要 


（出典：総務省「テレワークセキュリティガイドライン第 4 版、表１テレワークの 6 種類のパターン」をもとに


ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研が作成） 
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短期間でテレワークを導入する必要がある場合、オフィスの環境設定変更をせずにすぐに導入で


きるテレワーク方式を選ぶことになる。会社ＰＣの持ち帰り方式は、普段から使用する会社ＰＣを


そのまま持ち帰るだけであり、クラウドアプリ方式は、クラウド型アプリをテレワーク端末にイン


ストールすることなどですぐ実現できる。ただし、これらの方式はテレワーク端末に業務に関する


データが保存されるので、端末の盗難や紛失による情報漏えいの発生が懸念される。テレワークに


おいては、テレワーク端末に業務に関するデータを保存しないことが望ましいが、上記２方式のい


ずれかを選択せざるをえない場合は、端末自体に強力なセキュリティ対策を実装することが必要で


ある。 


テレワーク端末に業務に関するデータを保存しない方式として、クラウドアプリ方式の安全性を


高めてクラウドサーバ上にデータを保存するセキュアブラウザ方式やアプリケーションラッピング


方式、リモートで会社ＰＣにアクセスするリモートデスクトップ方式、仮想端末にアクセスする仮


想デスクトップ方式がある。これらの方式においては、テレワーク端末の紛失や盗難が発生しても


情報漏えいとなるリスクは小さい。ただし、リモートデスクトップ方式は、オフィスの環境にリモ


ートアクセスする為に通信機の追加導入が必要となり、仮想デスクトップ方式とアプリケーション


ラッピング方式は、テレワーク専用の環境の構築が必要となるため、実現までに期間を要する場合


があることに留意が必要である。セキュアブラウザ方式は、テレワーク端末にデータを保存せず、


かつオフィス環境にも影響を与えない方式であるが、セキュアブラウザが対応するアプリしか使用


できない為、実施できる業務が限定されること、セキュリティ対策が強化されている反面、通常の


ブラウザと比較すると使用する操作が複雑であったり、実行処理に時間がかかる傾向がある。 


 


４．テレワークセキュリティ対策のポイント 


テレワークの実施にあたっては、テレワークで取り扱う情報資産や導入するテレワーク方式に応じ


て、テレワーク端末、ネットワーク、社内システムそれぞれに個別・具体的な情報セキュリティ対策


を策定し、導入することが必要である。以下に対策の例を示すが、詳細は、総務省「テレワークセキ


ュリティガイドライン第 4版」を参照されたい。 


 


 【図１】セキュリティ対策のポイントと実施箇所 


 


（１）マルウェア感染に関する対策 


 テレワーク端末へウイルス対策ソフトを導入し、最新の定義ファイルを適用する。 


 テレワーク端末の OSやブラウザなどのソフトウェアのアップデートを行い最新の状態を維持


する。 







                                       


 


 


 


 5 


2020.04.22 


 サーバ側のマルウェア感染によるデータの破壊に備えて、社内データのバックアップを社内シ


ステムから切り離した状態で保存する。 


 


（２）端末の紛失、盗難に関する対策 


 端末管理（または持ち出し）台帳を整備し、貸与するテレワーク端末の所在や利用者などを把


握できるようにする。 


 端末紛失・盗難時の連絡ルールを定め、利用者へ周知徹底を行う。また、連絡を受けた後の端


末の処置を定める。 


 


（３）機密情報の盗聴に関する対策 


 テレワークを実施する際には原則として公衆無線 LANを使用しない。 


 公衆無線 LANを使用する場合は取り扱う情報や業務の制限を設ける。 


 


（４）不正アクセスに関する対策 


 認証においては、第三者から容易に推測されない十分な長さのパスワードを用いたり、パスワ


ード以外の認証要素（所有者、生体）を利用して、強固な認証方式を採用する。 


 インターネットと社内システムの境界にファイヤーウォールやセキュリティ機器を設置し、ア


クセス状況を監視する。 


 


（５）外部サービスの利用に関する対策 


 メッセージングアプリケーションを含む SNSをテレワークで利用する場合は、公開範囲の限定


や業務上の守秘義務が課せられている情報の取り扱い禁止などの制限を設ける。 


 


（６）従業員のヒューマンエラー（過失や軽微な故意）に関する対策 


 テレワークに関する方針・規程・ルール類を整備した上で従業員に周知する。 


 情報セキュリティに関する社内教育を実施し、テレワークにより生じるリスクと対策の啓発を


行う。 


 テレワークの実施状況をモニタリングし、ルールの逸脱がないか確認する。 


 


テレワークは、これまで十分に活用されてこなかった新しい働き方であり、導入にあたっては、


テレワーク環境におけるセキュリティ対策に適切な投資を行うことが必要である。これには通信機


器・設備やセキュリティ製品の購入だけでなく、その運用・管理を行う人的資源の確保も含まれる。 


また、テレワークセキュリティ対策は、単に多額の投資を行えばよいものではない。自社のテレ


ワークにおいて何を実現し何を守るべきか明確にした上で、その実現に適した方法を選び、その方


法に求められるリスク対策を行うことが肝要である。 


世界は未曽有の危機的な状況下にあるが、「ルール」・「ヒト」・「技術」が三位一体となり、バラン


スの取れたセキュリティ対策を備えたテレワークの活用を通じて、多くの企業がこの難局をしなや


かに力強く乗り切る力（レジリエンス）をつけていくことを切に願う。 


 


ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社 
新領域開発部 サイバーリスク室 


上席コンサルタント 青山 昇司 


上席コンサルタント 角田 悠樹 
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＜参考文献＞ 


ⅰ）JNSA「情報セキュリティポリシーサンプル改版（1.0 版）」 


https://www.jnsa.org/result/2016/policy/ 


中小企業向けの情報セキュリティポリシーのサンプルを提供。テレワーク導入にあたっては以下の文書類を


参考にされたい。 


01_情報セキュリティ基本方針.pdf 


01_情報セキュリティ方針.pdf 


02_人的管理規程.pdf 


07_リスク管理規程.pdf 


08_セキュリテイインシデント報告・対応規程.pdf 


14_スマートデバイス利用規程.pdf 


15_SNS利用規程.pdf 


ⅱ）総務省「テレワークセキュリティガイドライン(第四版)」  


https://www.soumu.go.jp/main_content/000545372.pdf 


テレワークの実現方式の分類、事例を踏まえたセキュリティ対策のポイントを解説。 


ⅲ）日本テレワーク協会「中堅・中小企業におすすめのテレワーク製品一覧」 


https://japan-telework.or.jp/wordpress/wp-content/uploads/2019/05/Tool-product-list-Ver2.0.pdf 


コストを抑えたテレワークの製品を一覧化。コミュニケーションツールや、テレワークの実現の参考にされ


たい。 


ⅳ）米国国立技術標準研究所「NIST SP800-46 Guide to Enterprise Telework, Remote Access, and Bring Your Own 


Device (BYOD) Security」 


https://nvlpubs.nist.gov/nistpubs/SpecialPublications/NIST.SP.800-46r2.pdf 


米国国立技術標準研究所(NIST)が発行するテレワークのセキュリティ上の留意点をまとめたレポート。米国


の政府機関がセキュリティ対策を実施する際に利用することを前提とした文書であるが、政府機関、民間企


業を問わずセキュリティ担当者にとって有益な内容である。 


 


ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社は、ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループのリスク関連


サービス事業会社として、リスクマネジメントに関するコンサルティングおよび広範な分野での調


査研究を行っています。 


サイバーリスク・情報セキュリティに関するコンサルティング・セミナー等を実施しております。 


コンサルティングに関するお問い合わせ・お申込み等は、下記の弊社お問合せ先、またはあいおい


ニッセイ同和損保、三井住友海上の各社営業担当までお気軽にお寄せ下さい。 


 


お問い合せ先 


ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社  


新領域開発部 サイバーリスク室 


千代田区神田淡路町2-105 TEL:03-5296-8961／FAX:03-5296-8941 
 https://www.irric.co.jp/ 


 


本誌は、マスコミ報道など公開されている情報に基づいて作成しております。 


また、本誌は、読者の方々に対して企業のＲＭ活動等に役立てていただくことを目的としたもので


あり、事案そのものに対する批評その他を意図しているものではありません。 



https://www.jnsa.org/result/2016/policy/

https://www.soumu.go.jp/main_content/000545372.pdf

https://japan-telework.or.jp/wordpress/wp-content/uploads/2019/05/Tool-product-list-Ver2.0.pdf

https://nvlpubs.nist.gov/nistpubs/SpecialPublications/NIST.SP.800-46r2.pdf
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MS&AD InterRisk Reseach & Consulting, Inc. 


新型コロナウイルス感染症対策ガイドブック 


ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社 


※2020年4月までに知りえた情報をもとに作成しています。 
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対策事項チェクリスト 


No. 対策事項 対応状況 参照 
ページ 


１ 感染予防策 P.2～ 


対策①対人距離の保持 未 ／ 済 P.3～ 


対策②手洗い 未 ／ 済 P.3～ 


対策③咳エチケット 未 ／ 済 P.3～ 


対策④職場の清掃・消毒  未 ／ 済 P.4～ 


対策⑤検温、体調チェック 未 ／ 済 P.5～ 


対策⑥来訪者への協力依頼 未 ／ 済 P.5～ 


対策⑦不要不急の会議・研修等の休止 未 ／ 済 P.5～ 


対策⑧感染機会を減らすための勤務形態への移行 未 ／ 済 P.6～ 


２ 感染者（疑い者）発生時の対応 未 ／ 済 P.7～ 


３ 状況把握 未 ／ 済 P.11～ 


４ 業務継続対応 未 ／ 済 P.13～ 


５ 情報発信 未 ／ 済 P.22～ 


2019年の年末に中国・武漢市で発生した新型肺炎は世界的に急速な感染拡大を見せている。  
本ガイドブックでは、現時点（2020年4月）までに判明している新型肺炎（新型コロナウイルス）の
情報を踏まえた、企業が取るべき対策の方向性を示す。  







１．感染予防策 


2 


感染症対策として、まず行うべきは感染症にり患しないよう「感染予防策」を万全に行うことである。 
本章では企業がとるべき基本的な感染予防策について解説する。 
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対策①対人距離の保持 
 せき、くしゃみ等の飛散する距離と言われる2メートル以内に近づかないことが基本となる。 
 不要不急の外出を避け、不特定多数の者が集まる場には極力行かないようにする。 


対策②手洗い 
 感染者が触れる可能性の高い場所の清掃


・消毒や患者がいた場所等の清掃・消毒を
した際、手袋を外した後に手洗い又は手指
衛生を実施する。 


 手洗いは、流水と石鹸を用いて15秒以上
行うことが望ましい。洗った後は水分を十分
にふき取ることが重要である。速乾性擦式
消毒用アルコール製剤（アルコールが60～
80％程度含まれている消毒薬）はアルコー
ルが完全に揮発するまで両手をこすり合わせ
る。 


 右記のようなポスターを作成し、掲示するな
ども有効である。 


厚生労働省「事業者・職場における新型インフルエンザ対策 ガイドライン」「災害時における避難所での感染症対策」資料を基に作成 


対策③咳エチケット 
 咳やくしゃみの際は、ティッシュなどで口と鼻を被い、他の人から顔をそむけ、できる限り1～2メートル以上離れる。


ティッシュなどがない場合は、口を前腕部（袖口）で押さえて、極力飛沫が拡散しないようにする。前腕部で押さ
えるのは、他の場所に触れることが少ないため、接触感染の機会を低減することができるからである。呼吸器系分
泌物（鼻汁・痰など）を含んだティッシュは、すぐにゴミ箱に捨てる。 


 咳やくしゃみをする際に押さえた手や腕は、その後直ちに洗うべきであるが、接触感染の原因にならないよう、手を
洗う前に不必要に周囲に触れないよう注意する。手を洗う場所がないことに備えて、携行できる速乾性擦式消毒
用アルコール製剤を用意しておくことが推奨される。 


 咳をしている人にマスクの着用を積極的に促す。マスクを適切に着用することによって、飛沫の拡散を防ぐことがで
きる。 


厚生労働省「事業者・職場における新型インフルエンザ対策 ガイドライン」、厚生労働省ホームページを基に作成 


3つの正しい咳エチケット（厚労省HPより） 悪い事例（厚労省HPより） 


１．感染予防策 


Strictly Confidential 
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対策④職場の清掃・消毒  


 通常の清掃に加えて、水と洗剤を用いて、特に机、ドアノブ、スイッチ、階段の手すり、テーブル、椅子、エ
レベーターの押しボタン、トイレの流水レバー、便座等人がよく触れるところを拭き取り清掃する。頻度につ
いては、どの程度、患者に触れる可能性があるかによって検討するが、最低1日1回は行うことが望ましい
。消毒や清掃を行った時間を記し、掲示する。 


 従業員が発症し、その直前に職場で勤務していた場合には、当該従業員の机の周辺や触れた場所など
の消毒剤による拭き取り清掃を行う。その際作業者は、必要に応じて市販の不織布製マスクや手袋を着
用して消毒を行う。作業後は流水・石鹸又は速乾性擦式消毒用アルコール製剤による手を洗う。清掃・
消毒時に使用した作業着は、洗濯、ブラシ、雑巾は水で洗い、触れないようにする。 


厚生労働省「事業者・職場における新型インフルエンザ対策 ガイドライン」を基に作成 


目的 
食器・衣類・リネン 食器・衣類・リネンについては、洗浄・清掃を行う。衣類やリネンに患者由来


の体液（血液、尿、便、喀痰、唾液等）が付着しており、洗濯等が不可
能である場合は、当該箇所をアルコール製剤を用いて消毒する。 


壁、天井の清掃 患者由来の体液が明らかに付着していない場合、清掃の必要はない。患者
由来の体液が付着している場合、当該箇所を広めに消毒する。 


床の清掃 患者が滞在した場所の床については、有機物にくるまれたウイルスの除去を
行うために、濡れたモップ、雑巾による拭き取り清掃を行う。明らかに患者由
来の体液が存在している箇所については、消毒を行う。 


事業所の周辺の地面 
（道路など） 


人が手であまり触れない地面（道路など）の清掃は、必要性は低いと考え
られる。 


（参考）消毒剤について 


 次亜塩素酸ナトリウム、イソプロパノールや消毒用エタノールなどが有効である。 
 消毒剤の噴霧は、不完全な消毒やウイルスの舞い上がり、消毒実施者の健康被害につながる危険性も


あるため、実施するべきではない。 


厚生労働省「事業者・職場における新型インフルエンザ対策 ガイドライン」を基に作成 


目的 
次亜塩素酸ナトリウム 次亜塩素酸ナトリウムは、原液を希釈し、0.02～0.1w/v%（200～


1,000ppm)の溶液、例えば塩素系漂白剤等を用いる。消毒液に浸したタオ
ル、雑巾等による拭き取り消毒を行う、あるいは当該部分を消毒液に直接浸す。 


イソプロパノール又は消
毒用エタノール 


70v/v%イソプロパノール又は消毒用エタノールを十分に浸したタオル、ペーパー
タオル又は脱脂綿等を用いて拭き取り消毒を行う。 


１．感染予防策 


Strictly Confidential 
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対策⑤検温、体調チェック 


 感染の拡大が顕著である場合は、出社時に検温、体調チェックを行うよう社員に指示する。 
 検温・チェック結果は「検温結果集約フォーム」に記録する。 


対策⑥来訪者への協力依頼 


 感染の拡大が顕著である場合は、来訪者に以下の対応を依頼するよう社内に周知するとともに、ポスタ
ーを掲示する。 


対策⑦不要不急の会議・研修等の休止 


 不要不急の会議・研修等を原則休止するよう社内に指示する。ただし、会議・研修の「切迫性（例：
会議・研修の開催時期が目前に迫っている）」、「感染リスクの度合い」、「社会的影響の度合い」、「延
期の可能性」、「代替性（例：テレビ会議システムで代替できる）」、「参加者の属性」等に応じて、適
宜、会議・研修の実施可否を判断する。 


＜来訪者への依頼事項＞ 
• 手指消毒 
• 検温（検温の結果、発熱が認められる場合（37℃以上）の場合はお帰りいただく） 
• マスクの着用 


（参考）検温結果集約フォーム 


【新型コロナウイルス対応】●●部 社員体調確認 
• 「体温」欄に、平熱であれば「○」、発熱が認められる場合は「体温」を記載する。 
• 「備考」欄に特記すべき症状（倦怠感など）があれば記載する。 


社員氏名 
月  日 月  日 月  日 月  日 月  日 


体温 備考 体温 備考 体温 備考 体温 備考 体温 備考 
                    
                    
                    
                    
                    
                    
                    
                    
                    
                    


１．感染予防策 


Strictly Confidential 
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勤務形態 内容 


出退勤方法 
ラッシュ時の公共交通機関の利用を回避するため、勤務時間のルールを柔軟に運用
する（オフピーク通勤）。場合によってはタクシーやマイカー、徒歩等で通勤させると
いった対応も検討する。 


在宅勤務 通勤および職場での感染機会を減らすため、在宅勤務を積極的に活用させる（交
代勤務との併用も検討）。 


職場内の着座位置 
咳やくしゃみの飛沫が飛散する範囲は通常1～2ｍと考えられることから、職場内での
対人距離を常に２ｍ以上維持する（2mルール）。また、飛沫感染のリスクを低減
するため、対面の着座を避ける（会議室等も利用し着座位置の分散を図る）。 


交代勤務 職場内の感染機会をできるだけ少なくするため、多数の社員が一斉に職場に滞在す
る時間を減らすことを目的とした交替勤務を実施する。 


会議方法 社内での対面会議、客先訪問を原則として自粛もしくは禁止し、電話やメール、
WEB会議等で代用する。 


対策⑧感染機会を減らすための勤務形態への移行 
 感染の拡大状況を踏まえ、通勤時や職場内での感染機会を減らすために、下記のような勤務形態の導


入を社内に指示する。 


（参考）着座位置を離すレイアウトの例 


１．感染予防策 


Strictly Confidential 







２．感染者（疑い者）発生
時の対応 


7 


感染が拡大している状況下においては、感染予防策を万全に行っていたとしても、感染を100%防げ
るとは限らない。本章では感染者（疑い者）が発生した場合に、その影響を最小限にとどめるうえで企
業がとるべき対応について解説する。 
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①対応方針 


状況 対応方法（例） 


社員本人が感染者となった場合 
• 出社不可 
• 社員本人は、上司に報告 
• 上司は、フォーム「感染者発生報告フォーム」に基づき、総務部宛に報告 
• 同一フロアの社員は、自宅待機 


社員本人が濃厚接触者に該当する場
合 


• 出社不可（14日間） 
• 社員本人は、上司に報告のうえ、以下のとおり対応 
－ 体温測定を1日2回（朝・夕）行い、記録する。 
－ 症状が出た場合は、接触者相談センターへ連絡の上、受診する。 


• 上司は、総務部宛に報告 


社員本人に発熱・風邪等の症状があ
る場合 


• 出社不可 
• 社員本人は、上司に報告 
• 以下の症状がある場合は、帰国者・接触者相談センターに相談する 
 － 「37.5度以上の発熱が4日以上ある」 
 － 「強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある」 
  ※ 高齢者や基礎疾患等がある場合は、2日以上 


 以下の例を参考に、状況別に対応する。 


＜濃厚接触者の定義の例＞ 
①新型コロナウイルス感染症が疑われる者と同居あるいは長時間の接触（車内、航空機内等を含む）があ
った者 


②適切な感染防護無しに新型コロナウイルス感染症が疑われる患者を看護若しくは介護していた者 
③新型コロナウイルス感染症が疑われる者の体液等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 
④手で触れること又は対面で会話することが可能な距離（目安として２メートル）で、必要な感染予防策な
しで、「患者（確定例）」と接触があった者（患者の症状やマスクの使用状況などから患者の感染性を総
合的に判断する） 


２．感染者発生
時の対応 


Strictly Confidential 
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（参考）濃厚接触者特定シート 


項目 内容 
 


回答者 所属 
 
 


氏名 
 
 


 
チェック事項 


 
① 感染者（疑い者）と同居している。  YES ／ NO 
 
② 感染者（疑い者）の周囲2m以内に着座した。  YES ／ NO 
  （例） 執務室、会議室等の座席で隣であった。 
       対面して会話や打合せを行った。 
       同じテーブルで飲食を共にした。 
       自動車、電車、航空機等で一緒に移動した。 
 
③ 同じ端末、OA機器を頻繁に共有している。  YES ／ NO 
 
④ 同じ電話機を使用したことがある。  YES ／ NO 
 


（参考）感染者発生報告フォーム 


項目 内容 
感染者概要 所属 


氏名 


診断結果 


発症までの経緯   月  日（ ）： 
  月  日（ ）： 
  月  日（ ）： 


濃厚接触者 
 
 
 
 
 
 


その他 


所属 氏名 状況 


 社内で感染者が発生した場合、影響の範囲を明確にし、記録に残すために使用するフォーム。 


 濃厚接触した疑いがある社員について、濃厚接触者に該当するか判断するためのチェックシート 


２．感染者発生
時の対応 


Strictly Confidential 
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（参考）感染者が発生した場合の企業対応事例 


日付 概要 
X月X日（X） ・38度を超える発熱があり、医療機関を受診 


・X月X日午前7～8時台と午後5時台に、通勤でＭ市内の地下鉄路線を利用。 
X月X+1日（X） ・新型コロナウイルスの検査結果で「陽性」が確認された。 


・すぐに入院。容態は安定。 


感染者の動向 


α社の対応 


・有給休暇を使い切っている社員や、業務内容面で在宅勤務ができない社員についても、自宅
待機とする場合は出勤扱いとして給与を支払うルールを導入。 


X月Ｘ＋２日（X） 
発表 


その他の施策 


・従業員Ａの行動歴、ならびに濃厚接触の可能性のある顧客の調査 
・濃厚接触の可能性のある従業員に対する自宅待機（在宅勤務）の指示、その健康状態の
経過確認 
・従業員Ａの勤務するオフィスの消毒作業の実施 
 
→本社から複数の代替要員を応援として派遣し、通常通り午前9時に営業開始 


②勤務中に体調がすぐれない社員が発生し、上長等に相談があった場合の対応 


一旦、会議室に移すなどして休ませる。 


本人から、以下に該当するかを聴取する。 
①37.5℃以上の熱が4日間以上続いている。 
②強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある。 
高齢者や基礎疾患のある方は上記が2日以上続いている。 


帰国者・接触者相談センターに連絡する。 


指定された医療機関を受診させる。 


・職場で感染者が出ることを想定し、あらかじめエレベ
ータや出口に近い場所に「隔離部屋」を設けておくの
が望ましい。 
・感染疑い者に対応する社員は、手袋・マスクを着用
するとともに、対応中はこまめに手指などを消毒する。 
・感染疑い者には必ずマスクを着用させる。 
※可能であれば対応者にゴーグルを着用させることを
検討する。 
 


・帰国者・接触者相談センターの指示に従い、医療
機関を受診させる。 
・移動にあたっては公共交通機関の利用は避ける。 
・移動中、感染疑い者にはマスク着用、手洗い、咳エ
チケットを徹底させる。 


ＰＣＲ検査の結果、感染が確認された場合には、職場で感染者が接触した可能性のある場所（デスク周り・椅子、エレベータボタ
ン、ドアノブ、洗面所、コピー機等のボタン、給湯室／食堂など）の洗浄を企業側で行う（保健所は洗浄してくれない）。また、保
健所の指示に従い、職場内の濃厚接触者の特定に協力する。職場内の濃厚接触者は、14日間の自宅待機をさせる。 


 以下の例を参考に対応する。 


通常の疾病として対応する。 
（帰宅させるなど） 


該当しない 


該当する 


２．感染者発生
時の対応 


Strictly Confidential 







３．状況把握 
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適切な感染予防策および感染者発生時の対応を行うには、各種状況を適切に把握しておく必要があ
る。本章では適切な対応を取るうえで、企業が収集すべき情報について解説する。 
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社内外の状況把握 


サイト名 URL 


厚生労働省、新型コロナウイルス感染症につい
て（国内の発生状況） 


https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/b
unya/0000164708_00001.html#kokunaihassei 


厚生労働省、新型コロナウイルスに関するQ&A
（企業の方向け） 


https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/b
unya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.
html 


国立感染症研究所  新型コロナウイルス
（COVID-19）関連情報ページ 


https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/co
rona-virus/2019-ncov.html 


東京都感染症情報センター、新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19)に関する情報 


http://idsc.tokyo-eiken.go.jp/diseases/2019-n
cov/ 


日本医師会 新型コロナウイルス関連感染症 http://www.med.or.jp/doctor/kansen/novel_c
orona/009082.html 


首相官邸 新型コロナウイルス感染症に備えて 
～一人ひとりができる対策を知っておこう～ 


https://www.kantei.go.jp/jp/headline/kansens
ho/coronavirus.html 


外務省、感染症危険情報 https://www.anzen.mofa.go.jp/masters/kanse
n_risk.html 


WHO（世界保健機関）、 Novel 
coronavirus(2019-nCoV） （英語） 


https://www.who.int/emergencies/diseases/n
ovel-coronavirus-2019 


WHO（世界保健機関）、Q&A on 
coronaviruses (COVID-19) （英語） 


https://www.who.int/news-room/q-a-detail/q
-a-coronaviruses 


CDC（疾病対策センター）、Coronavirus 
Disease 2019（COVID-19） 


https://www.cdc.gov/coronavirus/2019-nCoV/
index.html 


 各種判断に必要な下記情報を収集する（国内外の感染拡大状況は下表のサイトを参照）。 
① 国内外の感染拡大状況 
② 他社の対応状況 
③ 取引先の対応状況 
④ 社内での感染状況 


３．状況把握 


Strictly Confidential 
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新型コロナウイルス感染症への対応にあたり、企業は、出勤者を絞って感染が社会的に拡大するのを
防止しつつ、自社存続のために、重要な業務を継続する必要がある。 
ついては、優先順位の低い不要不急の業務は停止・縮小し、優先度の高い重要業務に絞って業務を
継続することが望まれる。 
本章では、優先度の高い重要業務を特定し、それらの重要業務を継続するための手順を整理するポ
イントを解説する。  
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①重要業務の特定 


 感染の拡大により、従業員の出社が困難となった場合においても、継続すべき業務を以下の要領で特定
する。 


－それを失うと企業の財務状況に大きな影響を与える業務 
－生命に影響を与える業務 
－サプライチェーンにおける顧客から強い要請のある業務 
－ブランドイメージ失墜に直結する業務 
－シェア喪失、顧客との関係悪化に直結する業務 
－市民に影響を与える業務                など 


これらを「組み合わせて」、どの業務が重要か（優先順位）を決めていく 


②重要業務の対応手順の整備（代替者による実施／遠隔での実施） 


 重要業務と選定された業務について、担当者が出社を出社させない／担当者が出社できない（例
：給与支払業務において、給与計算担当者が感染したため出社できない）場合の対応手順を整
備する。 


業務フロー 実施手順 ボトルネックおよび代替手段の有無 
①支払金額の確認 
  
  
  
  


経理システムに登録されている支払と各部署より受け付けた請求書を照合する。 
  
新型コロナウイルスの影響で業務担当者が出社できない場合は、臨時で担当者
を指名し、電話等の遠隔手段で業務担当者に指示を仰ぎながら業務を進める。 


  
• 経理システム 
• 業務担当者（1名のみ） 
 
＜代替手段の有無＞ 


 あり ・ なし  
②送金データの作成 
  
  
  
  
  


経理システムにて、送金用のデータを作成する。 
  
新型コロナウイルスの影響で業務担当者が出社できない場合は、臨時で担当者
を指名し、電話等の遠隔手段で業務担当者に指示を仰ぎながら業務を進める。 


 
• 経理システム 
• 業務担当者（1名のみ） 
 
＜代替手段の有無＞  


 あり ・ なし  
③送金データの送信 
  
  
  


インターネットバンキングにて、送金データを送信する。 
  
新型コロナウイルスの影響で業務担当者が出社できない場合は、臨時で担当者
を指名し、電話等の遠隔手段で業務担当者に指示を仰ぎながら業務を進める。 
  
承認権限者が不在の場合は、代替者（職位が上位の者）にて承認行為を行
う。 


  
• インターネットバンキング 
• 業務担当者（1名のみ） 
• 承認権限者（1名のみ） 
  


＜代替手段の有無＞ 
 あり ・ なし 


＜記入例：支払業務＞ 


４．業務継続 
   対応 


Strictly Confidential 
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（参考）業務継続手順記入用ブランクフォーム 


業務フロー 実施手順 ボトルネックおよび代替手段の有無 


  


＜代替手段の有無＞ 
 あり ・ なし  


＜代替手段の有無＞  
 あり ・ なし  


   


＜代替手段の有無＞ 
 あり ・ なし 


  


＜代替手段の有無＞ 
 あり ・ なし  


＜代替手段の有無＞  
 あり ・ なし  


   


＜代替手段の有無＞ 
 あり ・ なし 


４．業務継続 
   対応 


Strictly Confidential 
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③資金手当て等 


 経営環境の悪化や財務の毀損が著しい場合等は、政府等の支援制度の活用を検討する。 


No 種別 制度名 


1 資金繰り支援（貸付・保証） セーフティネット保証4号（突発的災害（自然災害
等）） 


2   セーフティネット保証5号（業況の悪化している業種
（全国的）） 


3   セーフティネット貸付 
4 資金繰り支援（貸付・保証） 衛生環境激変対策特別貸付  
5 設備投資・販路開拓支援 生産性革命推進事業 


＜企業への資金関連支援制度＞ 


＜企業への経営環境整備支援制度＞ 


No 種別 
1 下請取引配慮要請 
2 官公需における配慮要請 
3 雇用調整助成金の特例措置 


4 小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援 
5 テレワークに関する情報提供 
6 テレワーク導入に活用できる支援策 


7 現地進出企業・現地情報及びジェトロ相談窓口 
8 輸出入手続きの緩和等について 


４．業務継続 
   対応 


Strictly Confidential 
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（参考）企業に対する政府の資金関連支援制度の例  


No 種別 制度名 制度の対象 制度の内容 緩和内容 


1 
資金繰り支援
（貸付・保
証） 


セーフティネット保証 
4号 
（突発的災害（自
然災害等）） 


幅広い業種で影響が生じ
ている地域で経営の安定
に支障が生じている中小
企業者 


一般枠とは別枠（最大2.8億円）で
借入債務の100％を保証。（売上高
が前年同月比▲20％以上減少等の
場合） 


3月2日：全都道府県を指定 
 
保証制度の詳細については、お近く
の信用保証協会まで 


2   


セーフティネット保証 
5号 
（業況の悪化して
いる業種（全国
的）） 


特に重大な影響が生じて
いる業種で経営の安定に
支障が生じている中小企
業者 


一般枠とは別枠（最大2.8億円、4
号と同枠）で借入債務の80％を保証。 
（売上高が前年同月比▲5％以上
減少等の場合） 


3月3日：すでに指定業種となって
いる旅行業に加えて、新型コロナウ
イルス感染症により特に重大な影
響が生じている宿泊業や飲食業な
ど40業種を緊急的に追加指定 
 
保証制度の詳細については、お近く
の信用保証協会まで 


3   セーフティネット貸付 


社会的、経済的環境の
変化などの外的要因によ
り、一時的に売上の減少
など業況悪化を来している
が、中期的には、その業
績が回復し、かつ発展す
ることが見込まれる中小企
業者の経営基盤の強化
を支援する融資制度 


【資金の使いみち】 
運転資金、設備資金 
【融資限度額】 
中小事業 7.2億円、国民事業
4,800万円 
【金利】 
基準金利：中小事業1.11%、国民
事業1.91％ 
※令和2年2月3日時点、貸付期間・
担保の有無等により変動 


2月14日：セーフティネット貸付の
要件を緩和し、 「売上高が5％以
上減少」といった数値要件にかかわ
らず、今後の影響が見込まれる事
業者も含めて融資対象に。 
 
詳しくは日本政策金融公庫または
沖縄振興開発金融公庫まで。 


4 
資金繰り支援
（貸付・保
証） 


衛生環境激変対策
特別貸付  


感染症または食中毒の発
生による衛生環境の著し
い変化に起因して、一時
的な業況悪化から衛生
水準の維持向上に著しい
支障を来している生活衛
生関係営業者の経営の
安定備業を図るための特
別貸付制度 


【資金の使いみち】 
運転資金 
【融資限度額】 
別枠1,000万円（旅館業は別枠
3,000万円） 
【金利】 
基準金利：1.91% 
ただし、振興計画の認定を受けた生活
衛生同業組合の組合員の方について
は、基準金利－0.9％ 
※令和2年2月3日時点、貸付期間・
担保の有無等により変動 


2月21日：新型コロナウイルス感
染症の発生により影響を受けた旅
館業、飲食店営業および喫茶店
営業を営む方向けの衛生環境激
変特別貸付を発動 
 
詳しくは日本政策金融公庫または
沖縄振興開発金融公庫まで。 


5 設備投資・販路開拓支援 
生産性革命推進事
業 


生産性革命推進事業
（令和元年度補正予算
3,600億円）において、
サプライチェーンの毀損等
に対応するための設備投
資や販路開拓に取り組む
事業者を優先的に支援 


【ものづくり補助金】 
中小企業・小規模事業者が実施する
設備投資にかかる費用の一部を補助 
 補助額 100万～1,000万円、 
 補助率 中小1/2 小規模 2/3 
 
【持続化補助金】 
小規模事業者が取り組む販路開拓や
生産性向上の取組を支援 
 補助額 ～50万円、 
 補助率 2/3 
 
【IT導入補助金】 
バックオフィス業務の効率化等の付加
価値向上に繋がるITツール導入を支
援 
 補助額 30万～450万円、 
 補助率 1/2  


具体的には、 
①ものづくり・商業・サービス補助金 
②持続化補助金 
③ＩＴ導入補助金 
の採択審査において、今般の感染
症の影響を受けながらも生産性向
上に取り組む事業者に対して加点
措置を講じます。 
 
詳しくは中小機構・生産性革命推
進事業ポータルサイト 
（https://seisansei.smrj.go.
jp/） 


出所：経済産業省パンフレット「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」（3月5日版）、各省庁HP等を参考に作成 


４．業務継続 
   対応 


Strictly Confidential 


（最新の情報は右記URLを参照 https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200323009/20200323009.html） 
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(参考)企業に対する政府の経営環境整備支援制度の例 


No 対策名 内容 詳細 問い合わせ先 


1 下請取引配慮要請 


新型コロナウイルス感染症により影響を
受ける下請等中小企業への取引上の
しわ寄せ防止のため、業界団体等を
通じて、親事業者に配慮を求める要
請文を発出。 


業界団体等（1,129団体）を通じ、親事業者に対して以下の配
慮を要請 
①サプライチェーンの毀損等を理由にして、通常支払われる対価より
低い下請代金の設定を行わないこと。 
②適正なコスト負担を伴わない短納期発注や部品の調達業務の委
託を行わないこと。 
③下請事業者が、事業活動を維持し、又は今後再開させる場合に、
できる限り従来の取引関係を継続し、あるいは優先的に発注を行う
よう配慮すること。 


親事業者から、不当
な発注等を受けた場
合は 
 
下請かけこみ寺：
0120-418-618 ま
で 


2 官公需における配慮要請 


官公需の発注にあたって、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受けている中
小企業・小規模事業者に対し、特段
の配慮を行うよう、3月3日（火）に
各府省等へ配慮要請を発出。 
 


①柔軟な納期・工期の設定・変更及び迅速な支払 
中小企業・小規模事業者との物件等の契約において、例えば翌年
度にわたる納期の変更など、年度末等の納期・工期について柔軟な
対応を行うとともに、支払時期については、発注に係る工事等の完
了後（前金払、中間前金払においてはその都度）、速やかに支払
いを行うよう努めること。 
 
②適切な予定価格の見直し 
新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けている需給の状
況、原材料費及び輸送費等の最新の実勢価格等を踏まえた積算
に基づき、適切に予定価格の見直しを行うこと。 
 
③各府省等の官公需相談窓口における相談対応 
各府省等の官公需相談窓口において、新型コロナウイルス感染症の
影響を受けている中小企業・小規模事業者の相談に適切に対応す
ること。 


各府省等の官公需
相談窓口 


3 雇用調整助成金の特例措置 


経済上の理由により事業活動の
縮小を余儀なくされた事業主が、
労働者に対して一時的に休業、
教育訓練又は出向を行い、労働
者の雇用維持を図った場合に、休
業手当、賃金等の一部を助成す
るもの 
 
助成内容 
【助成率】大企業1/2、中小企業
2/3 
【支給限度日数】1年間で100日
（3年間で150日） 


新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例措置① 
※休業等の初日が令和2年1月24日から7月23日までの
場合に適用 
【特例の対象となる事業者】 
新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主 
※日本人観光客の減少の影響を受ける観光関連産業や、
部品の調達・供給等の停滞の影響を受ける製造業なども幅
広く特例措置の対象となります。 
【特例措置の内容】 
①休業等計画届の事後提出が令和2年5月31日まで可能。 
②生産指標（売上高等10%減）の確認対象期間を3か
月から1か月に短縮。 
③雇用指標（最近3か月の平均値）が対前年比で増加し
ている場合も対象。 
④事業所設置後、1年未満の事業主も対象。 


最寄りの都道府県
労働局 


    


更に、自治体の長が一定期間の
緊急事態宣言を発出して活動の
自粛を要請している地域（現時
点では北海道のみ）の事業主に
対しては、特例的に、生産指標が
低下したものとみなし、また正規・
非正規を問わず対象とした上で、
助成率を引上げる 
 
助成内容 
【助成率】大企業2/3、中小企業
4/5 
【支給限度日数】1年間で100日
（3年間で150日） 


新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例措置② 
※休業等の初日が令和2年1月24日から7月23日までの
場合に適用 
【特例の対象となる事業者】 
緊急事態宣言を発出して活動自粛を要請している地域に 
業所在する事業主 
【特例措置の内容】 
①休業等計画届の事後提出が令和2年5月31日まで可能。 
②生産指標要件（売上高等10%減）は満たしたものとし
て扱う。 
③雇用指標（最近3か月の平均値）が対前年比で増加し
ている場合も対象。 
④事業所設置後、1年未満の事業主も対象。 
⑤助成率を大企業2/3、中小企業4/5に引上げ。 
⑥非正規も含めた雇用者に対する休業手当が対象。 
※下線部分が緊急事態宣言を発出して活動自粛を要請し
ている地域のみで拡充される内容。 


最寄りの都道府県
労働局 


出所：経済産業省パンフレット「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」（3月5日版）、各省庁HP等を参考に作成 


４．業務継続 
   対応 


Strictly Confidential 


（最新の情報は右記URLを参照 https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200323009/20200323009.html） 







MS&AD InterRisk Reseach & Consulting, Inc. 19 


No 対策名 内容 詳細 問い合わせ先 


4 
小学校等の臨時休
業に伴う保護者の
休暇取得支援 


新型コロナウイルスの感染
拡大防止策として、小学
校等が臨時休業した場合
等に、その小学校等に通う
子の保護者である労働者
の休職に伴う所得の減少
に対応するため、正規・非
正規問わず、労働基準法
上の年次有給休暇とは別
途、有給の休暇を取得させ
た企業に対する助成金を
創設 


【対象事業主】 
①又は②の子の世話を行うことが必要となった労働者に対し、労働基
準法上の年次有給休暇とは別途、有給（賃金全額支給）の休暇
を取得させた事業主 
①新型コロナウイルス感染拡大防止策として、臨時休業した小学校
等（※）に通う子 
※小学校、義務教育学校（小学校課程のみ）、特別支援学校
（高校まで）、放課後児童クラブ、幼稚園、保育所、認定こども園
等 
②風邪症状など新型コロナウイルスに感染したおそれのある、小学校
等に通う子 
【支給額】 
休暇中に支払った賃金相当額×10/10 
※支給額は8,330円を日額上限とする。※大企業、中小企業ともに
同様 
【適用日】 
令和2年2月27日～3月31日の間に取得した休暇 
※雇用保険被保険者に対しては、労働保険特会から支給、それ以
外は一般会計から支給 


厚生労働省：
03-5253-1111
（代表） 


5 テレワークに関する情報提供 
感染拡大防止にあたっては、
テレワークも有効な手段 


１．テレワーク導入事例の紹介 
テレワーク先進企業では以下の取組が実施されています。 
○業務内容を整理した結果、技術部門の社員や勤務社労士であれ
ばパソコンでの業務が多く、成果が見える業務のため、テレワークが可
能であると判断。合わせてテレビ会議の仕組みを導入。（製造業） 
○持ち帰り専用のノートPCから社内ネットワークへのアクセスできる仕
組みを整備。またコミュニケーションツールを活用し、ウェブ会議やチャット
などでオフィスとコミュニケーションを図れるようにした。（サービス業） 
これ以外にも以下のサイトにて優れた事例を紹介している。 
 
総務省テレワーク情報サイト 
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/tele
work/furusato-telework/index.html 
 
厚労省テレワーク総合ポータルサイト 
https://telework.mhlw.go.jp/ 


テレワーク相談セン
ター（厚生労働
省） 
テレワークに関する
様々な相談に無
償で対応 
 
平日9時～17時 
（土日祝日除く） 
電話：0120-91-
6479 
メール：
sodan@japan-
telework.or.jp 
 


6 テレワーク導入に活用できる支援策 
１．テレワークマネージャー
派遣事業 


.テレワークの知見、ノウハウ等を有する専門家が無料で、WEB及び電
話によるコンサルティングを実施 
【相談実施期間】2020年3月31日（火）まで 
【応募期限】2020年3月24日（火）まで 
【支援回数】1団体あたり最大3回（1回あたり最大2時間） 
【費用】コンサルティング費用は無料、通信料は利用者負担 


詳細・申請方法は
「中小企業税制パ
ンフレット」を確認 


    
２．時間外労働等改善
助成金特例コース（テレ
ワークコース） 


今般の新型コロナウイルス感染症対策として、新たにテレワークを導入
した中小企業事業主を支援するため、特例的なコースを新たに設ける
（本年度の時間外労働等改善助成金の受付は既に終了しているが、
特例的なコースを設け、速やかに申請受付を開始する） 


  


    
３．IT導入補助（生産
性革命推進事業の内
数）（再掲） 


事業継続性確保の観点から、業務効率化ツールと共にテレワークツー
ルの導入を支援   


    
４．税制面での支援（少
額減価償却資産の特
例） 


中小企業は、テレワーク用設備（パソコンやソフトウェア）※についても、
全額損金算入することが可能。 
※取得価額が30万円未満の設備に限る。取得価額が30万円以上
の設備を導入する場合には、「中小企業経営強化税制」が活用でき
る 


  


出所：経済産業省パンフレット「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」（3月5日版）、各省庁HP等を参考に作成 


４．業務継続 
   対応 


Strictly Confidential 
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No 対策名 内容 詳細 問い合わせ先 


7 
現地進出企業・ 
現地情報及びジェトロ
相談窓口 


ジェトロ（日本貿易振興機構）
HPにて、新型コロナウイルスり 
感染症の影響等に関する様々
な情報を紹介中。 
 
https://www.jetro.go.jp/
world/covid-19/ 


①操業再開に向けた中国の省市別支援策 
省市別にご活用いただける支援策を紹介 
例えば、広東省政府は、企業の業務再開に向けた対応・支
援策、雇用コスト・経営負担の低減策、政府支援の拡大な
どを打ち出している 
②ビジネス短信の発信 
ビジネス短信では、世界主要国・地域の政治・経済に関する
制度、統計、市場動向などを発信。世界各地の新型コロナ
ウイルス感染症関連情報を確認できる 
③新型コロナウイルス関連相談窓口 
ジェトロでは、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた中
小企業等に対する相談窓口を設置 


新型コロナウイルス
関連相談窓口 
平日9時～12時
/13時～17時（土
日祝日除く）  
東京03-3582-
5651 


8 輸出入手続きの緩和等について １．輸入関連 


輸入承認証の有効期間が過ぎるおそれのある場合 
→有効期間の延長を申請することが可能。【外為法】 
関税割当証明書の有効期間が過ぎるおそれのある場合 
→有効期間を期間満了日の翌日から30日を超えない範囲
で延長することの申請が可能。【関税暫定措置法等】 
 


経済産業省貿易管
理部、各経済産業
局・通商事務所等 


    ２．輸出関連 


輸出許可証又は輸出承認証の有効期間が過ぎるおそれの
ある場合 
→有効期間の延長を申請することが可能。【外為法】 
輸出許可証に付された条件の履行を期限までに行えない場
合 
→令和2年6月30日までに履行期限が到来するものについ
ては、一律、令和2年6月30日まで履行期限を延長。【外
為法】 
 
なお、輸出入ともに、各国政府機関等により、ワシントン条約
に基づき発行された輸出許可証等、ダイヤモンド原石の国際
証明制度に基づき発行されたキンバリー・プロセス証明書又
は日本商工会議所により発行された特定原産地証明書等
については、延長はできないため、注意が必要。 


経済産業省貿易管
理部、各経済産業
局・通商事務所等 


出所：経済産業省パンフレット「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」（3月5日版）、各省庁HP等を参考に作成 


４．業務継続 
   対応 


Strictly Confidential 







MS&AD InterRisk Reseach & Consulting, Inc. 21 


企業への支援制度についての情報収集先 


経済産業省 パンフレット「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の皆様へ」 
https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/pamphlet.pdf 
 
経済産業省 新型コロナウイルス感染症関連  経済産業省の支援策 
https://www.meti.go.jp/covid-19/ 
 
経済産業省 新型コロナウイルスの流行に伴う輸出入手続きの緩和等について（3月5日） 
https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200305002/20200305002.html 
 
中小企業庁 新型コロナウイルスに関連した感染症対策情報 
https://www.chusho.meti.go.jp/corona/index.html 
 
J-Net21 新型コロナウイルス関連情報 
https://j-net21.smrj.go.jp/support/corona.html 
 
日本政策金融公庫 新型コロナウイルスに関する相談窓口 （相談窓口、主な融資制度） 
https://www.jfc.go.jp/n/finance/saftynet/covid_19.html 
 
ジェトロ 特集 新型コロナウイルス感染拡大の影響 
https://www.jetro.go.jp/world/covid-19.html 
 
厚生労働省 新型コロナウイルス感染症について 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 
 
厚生労働省 雇用調整助成金 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pa
geL07.html 
 
厚生労働省 新型コロナウイルス感染症に係る小学校等の臨時休業等に伴う保護者の休暇取得支援（
新たな助成金制度）について（3月2日） 
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09869.html 
 
厚生労働省 新型コロナウイルス感染症に係る時間外労働等改善助成金（テレワークコース、職場意識改
善コース）の特例について（3月3日） 
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09904.html 
 
総務省テレワーク情報サイト 
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/telework/furusato-
telework/index.html 
 
厚労省テレワーク総合ポータルサイト 
https://telework.mhlw.go.jp/ 
 


４．業務継続 
   対応 


Strictly Confidential 
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万が一、社内で感染者が発生した場合は、社会への影響を最小限にとどめるために、適切な情報発
信を行う必要がある。本章では、情報発信する際に留意すべきポイントについて解説する。 
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情報発信 


 万が一、社内で感染者が発生した場合は、取引先などの関係者に連絡するとともに、会社ホームページ
にリリース文を掲載するなど、社外に向けて情報発信する。掲載する内容のポイントおよび文例は、以下
のとおり。 


＜リリースの内容について検討すべきポイント＞ 
感染者の概要（人数／発生経緯など） 
対応状況（感染者の行動履歴の調査／濃厚接触者の特定／拠点の消毒／感染者及び濃厚接
触者への指示内容など） 


〇〇年○月○日 
 お客さま、その他関係者 各位 


 ○○株式会社 
新型コロナウイルス感染者の発生について 


  
社員に新型コロナウイルス確定患者が発生したことにより感染拡大防止の観点から、今週○曜日まで下記のとおりの対応を行います。 
大変ご迷惑をおかけいたしますが、何卒ご理解とご協力のほど、よろしくお願いいたします。 
  


記 
  
１．該当者 
○○部 社員１名 
  
２．発生経緯 
○月○日（土） ○国から帰国 
○月○日（月） 通常どおり勤務 
○月○日（火） 通常どおり勤務後、自宅近くの病院を受診 
○月○日（水） 感染が判明 
  
３．対応状況について 
（１）感染の拡大を防止するため、保健所と連携し、以下の対応を進めています。 
  ① 感染者の行動履歴、感染者への濃厚接触者の調査 
  ② 濃厚接触者に対する自宅待機指示、健康状態に関する経過観察 
  ③ 拠点内の消毒作業 
（２）感染拡大防止の観点から、該当者はもとより、濃厚接触者は全て2週間自宅待機としております。 
（３）該当部門の社員については、濃厚接触者以外についても、感染拡大を極小化するため、必要最低限の人数のみの出社としています。 
 
 
 


以上 
 
 
 
 


５．情報発信 


Strictly Confidential 







ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社 
リスクマネジメント第四部 事業継続マネジメントグループ 


 
〒101-0063 東京都千代田区神田淡路町2-105 


ワテラスアネックス 
TEL:03-5296-8918 FAX:03-5296-8941 


https://www.irric.co.jp/ 
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biz.campaign2020@moneyforward.com
※サービスに関するご質問につきましては、 各サービスのログイン後に表示されるフォームからお問い合わせください。


お問い合わせ窓口


中小企業のバックオフィス業務をサポート


マネーフォワード クラウドは、 バックオフィス業務の自動化や大幅な効率化、 資金繰り不安解消、
データに基づく経営判断サポートを目的に提供されている、 事業者向け SaaS 型サービスプラットフォームです。


株式会社マネーフォワード
株式会社マネーフォワードは、 サービスを通して個人や企業のお金の課題を
解決し、ユーザーの人生をポジティブなもの、前向きなものにしていくために、
2012 年 5 月に誕生。 2017 年 9 月には東証マザーズ に上場しています。


自動家計簿 ・ 資産管理サービス 「マネーフォワード ME」 は利用者数 950
万を超え、 ビジネス向けクラウドサービス 「マネーフォワード クラウド」 は
50 万のユーザーと約 2,000 の会計事務所に導入されています。


TOPIC


2


「脱 ・ 紙書類文化、ペーパーレス化を進めたい」
「テレワークを導入したいが予算がない」


本キャンペーンは、 バックオフィス職のみなさんにも自宅で
安心して働いていただける環境づくりを応援しています。


マネーフォワード クラウド
「ビジネス年額プラン」 新規契約で


円分
プレゼント50,000


https://biz.moneyforward.com/campaign/telework-subsidy/


マネーフォワード テレワーク補助金キャンペーン


※ 本キャンペーンは株式会社マネーフォワードによる提供です。 本キャンペーンについてのお問い合わせは Amazon ではお受けしておりません。
　ご不明点がございましたら、 メール ： biz.campaign2020@moneyforward.com までお願いいたします。
※ Amazon、 Amazon.co.jp およびそれらのロゴは Amazon.com, Inc. またはその関連会社の商標です。


※お申込フロー詳細はキャンペーンページの 「キャンペーン概要」 をご確認ください


キャンペーン期間 2020 年 6 月 1 日（月）〜 8 月31 日（月）


マネーフォワード クラウド 「 ビジネスプラン・ 年額 (59,760 円 )」 に
新規ご契約いただいた法人のお客様


1. マネーフォワード クラウドに新規登録 （無料）
2. 「ビジネスプラン・ 年額」 をクレジットカードで新規ご契約
3. キャンペーン申込みフォームからお申し込み


キャンペーン対象


お申込みフロー


経理財務、 人事労務に必要なサービスを
まとめてご利用いただけます。


自営業、 個人事業主として確定申告をする方に
必要なサービスをご利用いただけます。


月額プラン


円3,980
年額プラン


円35,760


料金プラン


法人・ 個人 のお客様 どちらも でご利用いただけます 無料ヶ月1


スモールビジネスプラン


月額プラン


円5,980
年額プラン


円59,760


ビジネスプラン


月額プラン


円980
年額プラン


円9,600


パーソナルミニプラン


月額プラン


円1,280
年額プラン


円11,760


パーソナルプラン


TOPIC


1


マネーフォワード クラウド会計 ・ 確定申告なら


持続化給付金の
給付金額をカンタン予測
「持続化給付金」 は、 新型コロナウイルス感染症の影


響により、 特に大きな影響を受ける事業者に対して事業


の継続を支援するための給付金制度です。


マネーフォワード クラウド会計 ・ 確定申告なら
複雑な集計が必要な給付金の予測給付額を自動で算出できます。


マネーフォワード クラウドを
利用しない場合


マネーフォワード クラウドを
利用した場合


受給可否の判定や金額の算出のために
複雑な計算が必要


マネーフォワード クラウドで手間を削減


前年度と当年度の売上から減少率を算出


「持続化給付金」 の支給対象であるか否かを


事業者自ら判断


実際の給付金額を手作業で算出する


？


※給付金制度の詳細は、 経済産業省 WEB サイトでご確認ください
※持続化給付金に関する予測を示すものであり、 表示された持続化給付金が受給できることを保証するものではございません


マネーフォワード クラウド会計に会計データを連携


自動で 「持続化給付金」 の対象であるか計算、
予測給付額を把握できる


対象期間を変更してシミュレーションも可能


国から
最大 万円


支給される
200







公的支援制度のご紹介オンラインセミナー
新型コロナウイルス対策


『持続化給付金』 及び 『雇用調整助成金』 について、 誰が対象になるのか、 いくらもらえるのか、 どうやって申請するのか、
といった概要をご紹介し、 マネーフォワードが提供する、 制度利用をサポートする 『持続化給付金予測機能』 及び 『雇用調整
助成金計算機能』 をご紹介します。


日程 ： 2020年 7 月 7 日 （火） 10:00-11:00


受講方法 ： Zoom （無料オンライン会議システムを利用）


定員 ： 200 名


主催 ： 株式会社マネーフォワード


お申込みはこちら ： https://biz.moneyforward.com/campaign/seminar_ms-ins_mf/


第 1 部 マネーフォワード クラウドのご紹介
企業のバックオフィス業務をサポートするクラウド製品を開発 ・ 販売しているマネーフォワードの担当者が 、 クラウドとは何か、 どのような製品を取り
扱っているのかを簡単にご紹介いたします。


第 2 部 持続化給付金について
そもそも持続化給付金とはどんな制度か、 といった解説に加え、 マネーフォワード クラウド会計の 『持続化給付金予測機能』 で給付金申請がどのよう
に楽になるのかをご紹介します。


第 3 部 雇用調整助成金について
そもそも雇用調整助成金とはどんな制度か、 といった解説に加え、 マネーフォワード クラウド給与の 『雇用調整助成金計算機能』 で、 どのようなこと
ができるのかをご紹介します。


第 4 部 質疑応答
当日いただいたご質問に、 時間の許す限りご対応いたします。


※弊社では、 持続化給付金及び雇用調整助成金制度の詳細に関するご質問はご案内できないため、 予めご了承ください。


開催概要


プログラム


三井住友海上のお客様向け
無料


biz.campaign2020@moneyforward.com
※サービスに関するご質問につきましては、 各サービスのログイン後に表示されるフォームからお問い合わせください。


お問い合わせ窓口


QR コードはこちら
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